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「国際経済社会法の性格 と技術」は,ツ ールーズ大学法経学部 の国際 お よ
び開 発 途上国 研究所(lnstitutd'EtudesInternationalesetdesPaysen
voiedeD6veloppement)出版物 第5巻 として 刊行 された 「経済 社会協力
と国際 法」(Coop6rationEconomiqueetSocialeetDroitIntemational
Public)に収録 され てい る。
ヴェラス教授は 同大学の国際 法教授,上 記 研究所 の所長であ り,最 近は 国
際 経済法,と くに第一次産品の国際市場 の組織 化,第 一次産品国際協定 の研
究 に専心 され てい る。大学において も,ド ク トラの講義に おいて,ま た研究
所 の講義 等に おいて,国 際 経済 法 またはそれに関連す る諸問題が例年 と りあ
げ られている。
「国際経済社会法の性格 と技術」は,実 はそれ 自身独立の ものではな く,
出版 が予定 され ている 「国際経済社会法」 の序論 の部分をなす ものであ る。
出版が 予定 され る 「国際経済 社会法」 第1巻 は,こ の 序論の部分 につづ い
て,第 一次農産品国際市場 の組織化 ヴ ニラス教授は農業 国際 法 とい う名
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称を用いる一 の問題が とりあげられ ると思われるが,本 論の紹介は同書の
入手をまつ こととして,こ こでは上記の出版物に収録されている序論の部分
を紹介したい と思 う。それに よって,ヴ ェラス教授の国際経済社会法につい
ての考え方を知ることができると思 うか らである。
ヴェラス教授は国際経済社会法についてとくに定義を与えていないが,そ
れは経済的国際法のほかに社会的国際法を含み,し たが っていわゆる国際経
済法よ りもより広い概念であ り,経済的社会的な国際関係を規制する国際法
である。
とくに第二次大戦以後,国 際機構の著 しい発展により,国際社会の組織化
が進み,国際社会および国際法に大きな変貌がみられた。経済的社会繭国際
関係を規制する国際法規 も従来存在 しなかったわけではない。 しか し経済的
社会的国際関係はそれほ ど緊密ではな く,さ らに国際法の規制はそのごく限
られた分野のみを対象 としていたにすぎなかった。そ してまた経済的社会的
国際関係を規制する国際法も,古 典的国際法の性格および経済的 自由主義の
原則の枠内をでるものではなかった。 ところが第二次大戦後,国 際連合をは
じめとして多 くの国際機構が設立 され,と くに普遍的なまたは地域的な数多
くの経済的社会的国際機構が設立 され るようになった。か くして国際社会の
組織化が進められ,国 際社会および国際法に 「階序化」の現象が現われてき
た。それに ともなって経済的社会的国際関係一 一・層緊密化された一 を規
制す る国際法規 も,これ らの経済的社会的国際機構を介 して著 しい発展をみ
せ る。そ して,伝 統的国際法と対比 して明らかにその特性を指摘す ることが
でき,ま た伝統的国際法においてはみ られなかった新 しい法技術を採用す る
国際法の新 しい領域 としての国際経済社会法が形成 されてきた。ヴェラス教
授が研究の対象とす るのは,こ の ような国際連合成立以後の経済的社会的国'
際関係の緊密化,そ れに ともな う連帯性の強 まりを背景 として形成 されてき
た新 しい国際法の分野 としての国際経済社会法である。
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この小論は,そ の表題の示す通 り,主 として国際経済社会法の 「特性」 と
国際経済社会法において採用 されているオ リジナルな 「技術」について述べ
ている。
まず国際経済社会法の 「特性」 として,国 際経済社会法はそ こにおいてみ
られ る国家主権の制限ない し譲渡および個人への国際法直接性 といった点か
らみて,第 一に超国家的な性格を もつものであること,ま た国際経済社会法
は理論的構成や形式主義に こだわることな く,きわめて現実主義的な,経 験
主義的な,そ して実用主義的な性格のものであること,そ してまた国際経済
社会法は発展す る経済的社会的状況に適応すべ く,その協定作成の手続にお
いて,ま た協定の改正および更新等の手続において著 しい柔軟性を もつ もの
であることが指摘 されている。すなわち国際経済社会法の特性 として列挙さ
れているのは,超 国家的性格,現 実主義的性格,経 験主義的性格,実 用主義
的性格および柔軟性の五つであ り,このよ うな性格が囲際経済社会法のどの
ようなに面おいて現われているかが説明されてい る。
実際,こ のよ うな特性は主 として国際経済社会法が採用 しているいろいろ
な法技術にみ られ るわけであ る。国際経済社会法は,状況の変化に応 じて,そ
れに適合す る規則を迅速に制定 し,かつ適用 していかなければならない。 ま
た,現 実に即 した紛争の解決方法および組織化の方法がとられなければな ら
ない。このよ うな強い必要性に基いて,国際経済社会法においては,伝統的国
際法にはあまりその例をみないオ リジナルな 「技術」が採用 され るわけであ
り,そのナ リジナ リテ ィが上記のような特性 として現われ るとい うわけであ
る。 「国際経済社会法の技術」は,「規範制定技術」,「紛争解決技術」およ
び 「権力組織化の制度的技術」にわけ られてい る。 「規範制定技術」におい
ては,国 際経済社会法におけ る条約締結の手続 および経済的社会的国際機構
の規則制定権の実行においてみ られ る特徴的な技術が指摘 され,「 紛争解決
技術」においては,国 際経済社会法において紛争解決の権限は,司 法的ない
し仲裁的機関にではな く,経済的社会的国際機構の審議機関ない し執行機関
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に属す るとして,国 際経済社会法における紛争解決方法にみ られ る柔軟性,
経験主義,現 実主義が指摘 され,ま た 「権力組織化の制度的技術」において
は,経 済的社会的国際機講におけ る権力の組織化は,決 して形式主義に とら
われ ることな く,現実の社会連帯性に立脚 した経験主義的な,漸 進的な方法
が とられてい ることを明らかに している。
ここであげ られている法技術のすべてが,ナ リジナ リテ ィを主張す るに値
す るものであるかいなかについては疑問もあ るが,と にか く上のよ うな三つ
の面か ら考察 されている国際経済社会法の技術の うちで,も っとも興味ある
のは第一の規範制定技術,と くに条約締結手続にみ られ る技術の部分であろ
う。そ こで この部分についても う少し立ち入 ってみよう。 ここでは国際経済
社会法におけ る条約締結手続においてどのようなオ リジナルな技術がみ られ
るかについて,交 渉,署 名,発 効の三段階にわけて述べ られている。まず交
渉の段階で,古 典的国際法においては条約締結のイニシアチブは一般に国家
によってとられ るが,国 際経済社会法においては国際機構,普 通は経済的社
会 的機 構,と くにそれ らの事務局が交渉のイニシアチブをとる。条約草案
もこれ ら機 構 の手 に よ って作成 され,そ れは機構の総会に付議され るか,
あるいは機構によって召集 され る国際 会 議 で 審議 され る。 このように国際
機構のイニシアチブによって進め られ る条約 締 結 交渉 が詳述 され,そ の大
きな利点が指摘 されている。つぎに署名については,国 際経済社会法におい
て署名に付与 され る非常に重要な法的効果が強調 され る。署名によって発効
す る略式協定の場合には,た しかに署名が重要な法的効果をもつが,し か し
国際経済社会法においては,協 定の方式 として略式協定は適当ではな く,そ
れゆえに略式協定は例外的にしか存在 しない。 したがって ここで重要な法的
効果をもつ とい う署名は,略 式協定におけ るそれではな く,批准等の手続を
必要 とす る正式の条約におけ る署名である。た とえぽオ リーブ油に関す る国
際協定36条6項は,署 名が批准,受 諾 または 承認の行なわれ る以前 におい
て,協 定の暫定的発効を もた らす ことを規定 している。そ してこの暫定的発
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効は,正 式の発効 と同一の効果をもつ もの とされている。 また最終的 に批
准,受 諾または承認を行なわなか った としても,署 名を した とい うことだけ
で,協 定に よって設立され る機関の活動にオブザーバーとして参加す る資格
が与え られ ることがある。 この ように国際経済社会法においては,協 定の署
名国間に法的共同体をつ くりだす ことを,そ して国内的事情に よってた とえ
批准,受 諾 または承認の手続が とれなか ったとしても,な おこの共同体に と
どまりうることを保証す るために,署 名に対 してこの ように重要な法的効果
を付与 している点が,と くに指摘 されている。最後に発効については,変 化
し発展す る経済的社会的状況に迅速に適用 さるべ き国際経済社会法において
は,署 名された協定ができるだけ早 く発効す ることが望ましい。一般には国
際経済社会法は批准を必要 とす る正式の条約のかたちをとるのであ るが,そ
の場合,早 期の発効を可能ならしめ るためには,批 准制度のもつ欠点の是正
が考え られなければな らない。国際経済社会法においては,そ のよ うな措置
として,い ろいろな批判にもかかわ らず,批 准のほかに,受 諾 または承認の
手続を採用す ることが一般化す る傾向にあ り,また期限付批准 とか批准,受
諾または承認の意志があ る旨の宣言または通告に対 して法的効果を付与する
といった ような,協 定の早期発効を実現す るためのいろいろな技術が用い ら
れていることが実例を もって示されている。
以上の国際経済社会法の 「特性」および 「技術」は,第 皿1節および第N節
であ る。それに 先立って 「国際社会 組織化への 経済的社会的国際機構の貢
献」 と 「国際 経済社会法の基礎」 の2節 があ り,ま た第V,第M節 として
「国際経済社会法の方法」および 「国際経済社会法の領域」がつづいてい る。
これ ら残 りの4節 について簡単にふれておこう。
第1節 では,政 治的国際関係の分野においては,国 家主権の観念が支配的
であ り,諸国間にはきわめて弱い初歩的な連帯性 しか存在せず,現 存の国際
連合その他の政治的国際機構 および伝統的国際法は絶えず危機に面 している
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こと,それに対 して経済的社会的分野においては,諸 人民の団体意識に支え
られて主権の観念が抑えられ,限 定 されてはいるが多様なそ して緊密な連帯
性が存在 し,それを基礎に多 くの普遍的または地域的な経済的社会的国際機
構が設立 され,そ の数はます ますふえ る傾向にあること,そ して国際経済社
会法および経済的社会的国際機構の発展は,そ れ らがその設立の基礎 として
いる連帯性を ます ます広げ,ま す ます強めてい く傾向をもち,か くして国際
社会の組織化は,国 際経済社会法および経済的社会的国際機構の発展を通 し
て促進 されてい くことが述べ られている。
第H節 「国際経済社会法の基礎」においては,国 際経済社会法は,保 守的
な性格の伝統的国際法 と異な り,ダ イナ ミックな発展的な性格を もつ もので
あ り,そのような国際経済社会法の基礎は,技 術的,経 済的,社 会的進歩が
もた らす利益に国際協力を通 して与 らろうとす る国際的な団体意識,統 治者
お よび被統治者の国際的連帯性にあ るとされ,ま た国際経済社会法のもつ三
つの統合機能一 国際法への経済的社会的概念の統合,国 際社会の漸進的統
合,国 際的法秩序への国家的法秩序の統合一 が指摘 されている。
第V節 「国際経済社会法の方法」は,「国際経済社会法作成の方法」と「分
析の方法」に分け られてい る。国際経済社会法の作成 にあた っては,き わめ
て現実主義的な方法が とられ る。た とえぽ批准 とい うような用語の使用が,
協定の発効を困難にす るとみ られ る場合には,あ えて不明確な用語(受 諾,
承認)が 用いられ る。国際経済社会法の規定は,主 権に過敏な国家にそれを
うけいれ させ るために,必 要な場合には,あ えて漠然 とした不確定な用語を
採用す る。 そ して法律家は,政 治的,経 済的,社 会的現実を充分に 考慮 し
て,現 実が うけいれ るような,そ うい う意味で現実に適合 した規則の作成に
貢献 しなければな らず,曖 昧な用語の使用 といえども,そ れが必要の場合に
は,そ の使用を妨げてはならない と述べている。 「国際経済社会法の分析の
方法」においては,国 際経済社会法の研究資料,境 界領域性,学 問 としての
若 さ,方 法上の問題,用 語の問題等があげ られ,そ のいずれ もが幾多の困難
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を ともな うものであることが指摘 されてい る。
最後に第VI節「国際経済社会法の領域」では,と くに1945年以後におけ る
経済的社会的国際関係の組織化,緊 密化 と技術的,経 済的,社 会的進歩に対
す る諸人民の関心の高ま りとともに,国 際経済社会法は飛躍的にその領域を
拡大 し,か くして国際経済社会法の領域は,経 済的社会的活動のすべての分
野一 農業,工 業用一次産品,エ ネルギー,交通,運輸,通貨,財政,貿 易,
社会福祉,保 健衛生,社 会保障,移 民等々一 に及ぶ ものであ ると述べてい
る。そ してヴェラス教授の国際経済社会法の研究 も,これ ら種 々の領域を対
象 とす るものであることを明 らかに している。
ヴェラス教授において国際経済社会法の概念構成が必ず しも明確に行なわ
れているとはいいがた く,またその領域について も多分に例示的であるにす
ぎない。 「国際経済社会法」の序論をなす この小論も,論 旨が必ず しもよく
整理されているとはいいがたい。ただ国際経済社会法 として国際社会法を含
め,そ の特性を指摘 し,そ こに国際法の一つの分野を設定 しようとしてい る
点において新 しさがある。イギ リス,ア メ リカ,ド イツ等におけ るいわゆ る
国際経済法学の研究については,か な りよく知 られている。 フラソスにおい
ても,国際経済法に関す る個別的な研究は決 して少な くはないが,国 際経済
法ないし国際経済社会法 として一つの学問領域を設定 し,組織的,体 系的に
研究 していこうとす る試みは,い ままでにみ られなかった ようである。その
意味においてヴェラス教授の研究一 と くにここに紹介した国際経済社会法
の総論的部分につづ く各論の研究一 を注 目すべ きであろ う。またヴェラス
教授を中心 としてツールーズ大学法学部の ドク トラおよび上記国際研究所に
おいて,国 際経済社会法の研究が精力的に行なわれてお り,事実,最 近の博
士論文のテーマのほ とんどすべてが,国 際経済法ない し国際社会法に関す る
ものであることをつけ加えておこう。
